
 
 

 
 
 
 
 

 

１ 津労働基準監督署管内における令和元年の労働災害発生状況（別添資料参照） 

 

（１）平成３０年と比較して死亡者数については減少しましたが、死傷者数について

は増加する結果となりました。 
 
（２）津労働基準監督署管内で、令和元年に発生した労働災害の主なポイント 
 

① 死亡者数は前年から４人減少し３人となった（－５７．１％）ものの休業４

日以上の死傷者数は３年連続で増加しています。 
 

② 全産業の死傷者数５８７人（前年比８人、１．４％増） 
 
③ 業種別では、第三次産業が最も多く２６５人（前年比５．２％増）、次いで製  

造業が１５９人（前年比１１．２％増）となっています。建設業は８８人（前

年比７．４％減）、運輸交通業・貨物取扱業は５８人（前年比２０．５％減）と

なりました。 
 

④ 事故の型別では、転倒災害が最も多く１５９人で全災害の２７％を占めてい 
ます。次いで無理な動作・動作の反動等（腰痛や捻挫等）８６人、墜落・転落

災害が８３人、はさまれ・巻き込まれ７２人となっています。 
 

⑤ 性別ごとに事故の型別の割合をみると、女性の災害のうち転倒によるものが 
４４％を占めていいます。 
 

⑥ 起因物別では、仮設物・構築物等が最も多く１３１人となっています。 
（起因物とは、災害をもたらすもととなった機械、装置もしくはその他の物、 
または環境等をいいます。仮設物・構築物等とは、足場や通路、建築物等です。） 
 

⑦ 年齢別では、６０歳以上が１５７人と最も多く、次いで４０代、５０代がそ 
れぞれ１２７人ずつと続きます。 
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令和元年津労働基準監督署管内（津市・鈴鹿市・亀山市）の労働災害発生状況 

（死亡者数及び休業４日以上の死傷者数） 

  

資料出所 津労働基準監督署「死亡災害報告・労働者死傷病報告」 
注：死亡者数は内数であらわしたもの。 

　　　　　　　　　　　年    別 対前年比

死亡 死傷

 業    種 死亡者数 死傷者数 死亡者数 死傷者数 人数 ％ 人数 ％

7 579 3 587 -4人 -57.1% +8人 +1.4%

31 27 -4人 -12.9%

1 2 +1人 +100.0%

1 -1人 -100.0%

2 2 ±0人 ±0.0%

2 -2人 -100.0%

1 5 +4人 +400.0%

2 +2人

13 12 -1人 -7.7%

1 6 1 9 ±0人 ±0.0% +3人 +50.0%

1 6 +5人 +500.0%

29 27 -2人 -6.9%

11 11 ±0人 ±0.0%

8 10 +2人 +25.0%

6 6 ±0人 ±0.0%

20 27 +7人 +35.0%

1 -1人 -100.0%

3 5 +2人 +66.7%

1 7 8 -1人 -100.0% +1人 +14.3%

2 143 1 159 -1人 -50.0% +16人 +11.2%

1 -1人 -100.0%

1 -1人 -100 .0%

22 1 24 +1人 +2人 +9.1%

19 10 -9人 -47.4%

1 39 34 -1人 -100.0% -5人 -12.8%

1 15 20 -1人 -100.0% +5人 +33.3%

2 95 1 88 -1人 -50.0% -7人 -7.4%

1 53 1 50 ±0人 ±0.0% -3人 -5.7%

1 14 2 -1人 -100.0% -12人 -85.7%

6 6 ±0人 ±0.0%

2 73 1 58 -1人 -50.0% -15人 -20.5%

12 14 +2人 +16.7%

2 3 +1人 +50.0%

1 -1人 -100.0%

15 17 +2人 +13.3%

小 売 業 47 71 +24人 +51.1%

新 聞 販 売 業 14 15 +1人 +7.1%

上 記 以 外 の 商 業 12 14 +2人 +16.7%

9 10 +1人 +11.1%

社 会 福 祉 施 設 1 32 41 -1人 -100.0% +9人 +28.1%

上 記 以 外 の 保 健 衛 生 19 11 -8人 -42.1%

旅 館 業 2 3 +1人 +50.0%

ゴ ル フ 場 12 6 -6人 -50.0%

上 記 以 外 の 接 客 娯 楽 業 33 30 -3人 -9.1%

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 8 12 +4人 +50.0%

産 業 廃 棄 物 処 理 業 14 12 -2人 -14.3%

上 記 以 外 の 清 掃 ・ と 畜 業 4 6 +2人 +50.0%

8 2 -6人 -75.0%

38 32 -6人 -15.8%

1 252 265 -1人 -100 .0% +13人 +5.2%
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業種別災害発生状況



製造業



建設業



運輸交通・貨物取扱業の労働災害発生状況



第一次産業



第三次産業


